
平成21年度
（決算（見込）額）

906,169 －

事業費
（単位：千円）

年度
平成19年度
（決算額）

平成20年度
（決算（見込）額）

施策の目的

（目標とする
宮城の姿）

「宮城の将来
ビジョン」にお
ける体系

政策名 1

県事業費 804,625

1

育成・誘致による県内製造業の集積促進

評価担当部局
（作成担当課室）

○本県製造業において主要な位置を占める電機・電子部品製造業などを中心に，生産性や付加価値創出が大きく向上している。
○自動車関連産業の集積が進み，他産業や雇用に大きな波及効果をもたらすなど，地域経済のけん引役として県内製造業を支えて
いる。
○地域経済の再生・成長に寄与する大規模な企業や，成長市場関連の企業など，国内外からの企業立地が進んでいる。
○電機・電子，自動車関連，食品製造業の製造品出荷額が２割以上増加している。
○次代を担う産業の芽が出て，関連産業の集積が始まっている。

経済商工観光部
（新産業振興課）

施策 1

経済商工観光部，企画
部，環境生活部

評価対象年度

その実現の
ために行う
施策の方向

◇みやぎ産業振興機構などの産業支援機関と連携した県内製造業の技術力の向上，経営の高度化，営業力やマーケティング機能の
強化など生産性の向上に向けた総合的な支援
◇自動車関連産業への進出に向けた，県内製造業の技術力の向上や設備投資への支援や隣接県の試験研究機関との連携による技
術開発への支援
◇とうほく自動車産業集積連携会議を通じ，岩手・山形県等と連携した関東・東海圏域での商談会の開催等による受注機会の拡大促
進
◇光関連産業や生活福祉関連産業など市場拡大が期待される分野での，技術開発や製品開発への取組支援
◇半導体関連産業など経済波及効果の高い業種や，雇用拡大への貢献が大きい業種などを中心とした，地域経済の核となる拠点企
業等の戦略的な誘致の推進

平成20年度 施策評価シート 政策

施策名 1
地域経済を力強くけん引するものづくり産業（製造業）
の振興

施策担当部局

満　　　足

29.6%

やや満足

満足の
割　合

9.5%
43.4%

33.9%37.9%

この施策
に対する
重視度

調査対象年度
（調査名称）

・重視度について，「重視」の割合が６６．９％であることから，この施策に対する県民の一定の期待がうかが
える。
・満足度については，「満足」の割合が４３．４％ではあるが，昨年度調査より約５ポイント減少しており，「満
足」の割合を高めるよう事業展開に努めたい。
　また，「わからない」と回答した割合が２６．６％であることから，事業の周知をこれまで以上に進める必要
がある。

17.8%

5.6%

28.1%

19.7%

調査回答者数

重要ではない

やや重要

重　　　要
重視の
割　合 66.9%

あまり重要ではない

33.1%

14.5%

県民意識調査結果

調査結果について

この施策
に対する
満足度

1,729調査回答者数

わからない

不満

34.5%

16.3%

やや不満

32.4%

12.7%

33.3%

1819

10.6%

平成19年度
（平成20年県民意識調査）

平成20年度
（平成21年県民意識調査）

施策に関する社会経済情勢等の状況（全国・本県の状況，法令・条例・計画等策定の状況等について）

○国内経済は，百年に一度とも言われる世界的な金融危機と景気失速により，自動車産業並びに電子機械関連産業などの製造業を中心に業績が悪化し，設備投資も大幅
に減少している。
○県内経済は，鉱工業生産が急速に低下しており，個人消費も弱含んでいる等，さらに後退している。
○平成１９年３月に県内立地を決定した東京エレクトロン(株)も工場着工延期を発表した。（平成２０年１２月）
○半導体製造装置をはじめとする高度電子機械産業の市場における取引の創出及び拡大を目指し，県内企業の技術高度化や経営の革新を支援するため，「みやぎ高度
電子機械産業振興協議会」を設立した。（平成２０年１１月）
○平成１９年１０月に県内立地を決定したセントラル自動車(株)は本社・工場の移転に着手した。（平成２０年１２月）

4.1%

15.3%

1,752 1849

48.5%

66.4%

3.8%

7.3%

わからない

がある。



施策評価シート

実績値(b) 51(1) 25(2)

評価対象年度 初期値 Ｈ１９

- 50(1)

目標値の
設定根拠

・製造品出荷額（食料品製造業を除く）は，平成14年に対前年比2,028億円（6.8%）減となった
が，平成15年以降は徐々に増加し，平成17年には29,965億円に回復した。
10年後に製造品出荷額（食料品製造業を除く）の2割増加を達成するため，年2%ずつの増加
を目指すこととし，平成21年の目標値を32,362億円に設定した。

実績値の
分析

・平成19年は，食料品製造業を除くと2,796億円の減であるが，石油製品・石炭製品製造業
で4,623億円の減少（前年比92.8%）となっている。これは，一部の事業所において取引形態
が変更（製造品出荷→賃加工）されたものである。一方，電子部品や一般機械，電気機械で
は，対前年比8～13%の大きな伸びとなっている。

50(2)

-33(2)

H21

目標値(a)

全国平均値
や近隣他県
等との比較

・平成19年工業統計によれば，本県の製造品出荷額は，全国で27位となっている。

2

目標指標等名（下段：説明）

50(2)

企業立地件数（うち半導体関連企
業）（単位：件）

指標測定年度 H17 H20H19

Ｈ２１

95% -

C -

Ｈ２０

Ｈ２０

31,163

A
- 106%

29,965 32,298 29,502

H18 H19

-

目標値(a) -

実績値(b)

31,76230,564
1

目標指標等名（下段：説明） 評価対象年度 初期値

達成度 -

目標指標等の状況

達成(進捗)率(b)/(a)

施策 1

工業統計調査による

Ｈ２１

製造品出荷額（食料品製造業を
除く）（単位：億円）

指標測定年度 H17

1政策

※目標指標等の達成度　Ａ：「目標値を達成している」
　 　　　　　　　　　　 　　 　 Ｂ：「目標値を達成していないが，設定時の値から見て指標が目指す数値の変化と同方向に推移している，又は現状維持している」
　　　　　　　　　　　　 　　   Ｃ：「目標値を達成しておらず，設定時の値から見て指標が目指す数値の変化と逆方向に推移している」
　　　　　　　　　　　　 　　　 Ｎ：「現況値が把握できず，判定できない」

H20

Ｈ１９

50

60

28000

28500

29000

29500

30000

30500

31000

31500

32000

32500

33000

H17 H18 H19 H20

目標

実績

全国平均値
や近隣他県
等との比較

・平成２０年の工場立地件数３３件は，前年度比８件の増となり，全国順位は２０位である。
なお，取得敷地面積ベースでは，１０ｈａ以上の大口取得が６件あったため，全国２位の１４４ｈ
ａである。

-66%

目標値の
設定根拠

・目標値設定時直近の企業立地件数の推移(Ｈ１６→４８件，Ｈ１７→５１件）をベースに，単年
５０件，行動計画３か年累計１５０件と設定した。

達成度

実績値の
分析

・平成２０年の工場立地件数は３３件（うち新設２３件）で，立地企業の業種別内訳を見ると，輸
送用機械器具（６件），次いで生産用機械器具（４件），食料品（３件），化学工業（３件），電気
機械器具（３件），電子部品・デバイス・電子回路（３件）となっており，輸送用機械器具を中心
に幅広い業種の立地が見られた。
・目標値を下回ったのは，平成１８年下期を境に立地件数が全国的に緩やかな減少傾向に
あったのに加え，米国のリーマンショックによる世界的な不況により，企業の設備投資意欲が
減退したことによるものである。

達成(進捗)率(b)/(a) - 50%

- C B -
工場立地動向調査による

0

10

20

30

40

50

H17 H19 H20 H21

目標

実績



施策評価シート

・景気低迷により企業の設備投資が減少しているが，景気回復時を想定した誘致や県内企業の受注機会拡大促進に関する取組が必要である。
・セントラル自動車（株）の本社・工場の移転完了を控え，関連企業の集積に対応する施策及び県内企業との取引拡大のための施策を講じていく必要
がある。

・施策評価の結果，県民意識調査結果，社会
経済情勢及び事業の分析結果（必要性・有効
性・効率性）から見て，施策の目的を達成す
るために必要な事業が設定されているか。事
業構成を見直す必要はないか。

②施策を推進する上での課題等　　　※施策が直面する課題や改善が必要な事項等（①の事業構成に関する事項を除く。）

施策の成果（進捗状況） 評価 評価の理由

①事業構成について 事業構成の方向性 方向性の理由

施策を推進する上での課題等と対応方針

施策

現在のまま
継続

・産業の集積を図るため，企業立地（導入）と地域企業の育成と新産業の創出（内発）
の取組を一体的かつ総合的に推進しており，今後も継続的な取組が必要である。
・半導体関連産業等経済波及効果の高い業種等，地域経済の核となる拠点企業等
の戦略的な誘致の推進に関しても，継続的な取組が必要である。

政策

・目標指標等，県民意識調査結果，社会経済
情勢，事業の実績及び成果等から見て，施策
に期待される成果を発現させることができた
か（「目標とする宮城の姿」に近づいている
か）。

概ね順調

・県民意識調査の結果では，「重視」の割合が高く，この施策に対する県民の期待度がある程度高
いことがうかがえる。
・平成20年度に，ハイブリッド車用電池の生産を行うパナソニックEVエナジーの本県への立地が
決定している。
・本県も世界的な金融危機と景気失速により，製造業を中心に業績が悪化し，企業の設備投資が
減少しているなか，東京エレクトロン（株）の工場着工延期が各種メディア等で報道されたことも施
策に対する満足度の減少に影響しているものと思われる。
・目標指標等の状況を見ると，製造品出荷額に対する目標額は大幅に下回っているが，重点分野
の業種である電子部品や一般機械，電気機械では大きな伸びを示している。
・企業立地件数では，前年度を上回ったものの目標値を下回っているが，敷地面積ベースでは全
国２位であり，順調に推移していると思われる。
・施策を構成する事業の全てで成果が出ており，事業の実績及び成果等からこの施策は，概ね順
調に推移していると思われる。
・以上により施策の目的である「育成・誘致による県内製造業の集積促進」は概ね順調に推移して
いると判断されるので，施策の進捗状況は概ね順調と判断する。

1 1

施策評価(総括）

施策を構成する事業の状況 　　　　（事業分析シートより）

0 11%

県制度融資残高に
占める産業振興資
金（自動車関連事業

信用保証料
補助額6

宮城県信用保証協会経
営基盤強化対策事業 拡充

効率的妥当 成果があった 維持

妥当
ある程度
成果があ た

入居者の事
業化達成に
よる施設退
去者数

－

概ね効率的

7,880 20者・社

690千円690

Ｔ－Ｂｉｚ及
びガレージ
ファクトリー
名取入居支
援者数

－

経済商工観光部・新産業振興課

5

起業家等育成支援事業

4
富県宮城技術支援拠点
整備拡充事業 179,970 利用件数

高度電子機械産
業関連及び自動
車関連産業に係
る製造品出荷額経済商工観光部・新産業振興課

拡充

－ 概ね妥当
ある程度
成果があった

課題有 維持

成果があった 効率的

妥当
ある程度
成果があった

効率的 維持

効率的 維持

成果があった妥当1
KCみやぎ（基盤技術高度
化支援センター）推進事業 4,544

経済商工観光部・新産業振興課

－ －

地域企業技
術相談件数

674件

3
みやぎマーケティング・
サポート事業(再掲) 13,942

講座等開催
回数

2
高度電子機械産業集積
促進事業(再掲) 2,512

次年度の
方向性成果の状況

(成果指標）
①必要性

高度電子機
械関連産業
製造品出荷

額

ー 妥当

県事業費
（決算見込，
単位：千円）

活動の状況
（活動指標）

学術研究機
関と企業に
よる活動支
援件数(件)

10件

経済商工観光部・新産業振興課

12回

経済商工観光部・新産業振興課

支援した企
業社（者）数

45社

③次年度の対応方針　　　※①及び②への対応方針

・高度電子機械産業分野における産業界や関係機関・団体等を構成機関として設立した「みやぎ高度電子機械産業振興協議会」を活用した県内企業
の取引拡大のためのプロジェクトを推進する。
・自動車関連産業分野においては，セントラル自動車(株)の移転，パナソニックEVエナジーの本県への立地並びに平成２０年７月にはトヨタグループが
東北を国内第３の拠点にする旨を表明しており，自動車関連産業への新規参入に意欲のある県内企業に対し積極的な情報提供等を行い，県内企業
の自動車産業への新規参入を促進する。
・企業立地促進法に基づく基本計画策定の次段階として企業誘致に取組み，新たな工場用地の造成及び新たな企業誘致のための基盤整備を促進す
る。

事業の状況 事業の分析結果

番
号

名　　称
②有効性 ③効率性

（担当部局・課室名）

0.11%金（自動車関連事業
支援資金）融資残高

の割合

補助額6 営基盤強化対策事業

経済商工観光部・商工経営支援課

拡充妥当
成果があった

概ね効率的690千円690



立地有望業界動向調査 半導体関連産

妥当
ある程度
成果があった

成果があった

ある程度
成果があった

妥当
ある程度
成果があった

妥当

成果があった

11
生活支援機器産業育
成・支援事業 3,232 相談件数 186件

経済商工観光部・新産業振興課

－

347
地域企業支
援件数10

8
自動車関連産業特別支
援事業 19,220

経済商工観光部・新産業振興課

ＯＢ人材活
用数

6人

9

機能性食品等開発普及
支援事業

経済商工観光部・新産業振興課

経済商工観光部・新産業振興課

光関連産業育成支援事
業 1,347 支援企業数 1社

ある程度
成果があった

成果があった

－2件 －

ー 妥当 成果があった

1品 妥当
統合・廃
止

統合・廃
止

－

12

－ 維持

概ね効率的 拡充

概ね効率的

概ね効率的

概ね効率的

－ 妥当 成果があった

統合・廃
止

効率的 維持

概ね効率的 縮小

概ね効率的

維持

拡充

概ね効率的

－

輸送用機械器具
製造業出荷額
（鉄道・船舶除く）

概ね妥当

開発に成功
した試作品
の数

新規雇用者
数

74人

33社 妥当
企業立地件

数

経済商工観光部・富県宮城推進室

756社7
企業訪問強化プロジェ
クト 非予算的手法

企業訪問件
数

企画部・情報産業振興室

みやぎエコファクトリー
立地促進事業(再掲) 19,047

補助金交付
件数

環境生活部・資源循環推進課

4件

情報通信関連企業立地
促進奨励金(再掲) 103,206 交付企業数 4社

総立地企業
数(増設含
む）

16社

15
企業立地促進法関連産
業集積促進事業 150,000

貸付実施件
数

経済商工観光部・産業立地推進課

14
企業立地奨励金事業

13

368,187
奨励金交付
企業数

経済商工観光部・産業立地推進課

工場用地造
成数

1か所 妥当1件

13社

維持妥当 成果があった

地域フォー
ラム参加者

－ 維持1,200人 －

0社誘致企業数

18
富県創出県民総力事業

14,182

17
名古屋産業立地セン
ター運営事業 9,926

経済商工観光部・産業立地推進課

経済商工観光部・富県宮城推進室

48回
半導体関連
企業新規立
地件数

16
立地有望業界動向調査
事業 4,935

経済商工観光部・産業立地推進課

半導体関連産
業の業界及び
企業動向調査
に基づく企業訪

問

妥当 成果があった

効率的

経済商工観光部・富県宮城推進室

効率的

6回

概ね効率的

維持－19
富県共創推進事業

3,002

富県宮城推
進会議及び
同幹事会の
開催回数

1社

新たな立地
企業におけ
る雇用者数

－

維持

概ね効率的

事業費合計 906,169

妥当

妥当

0人

成果があった

成果があった


